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特定非営利活動法人 日本相談支援専門員協会の概要

１.設立年月日
平成21年6月23日

２.活動目的主な活動内容
【目的】

当協会は、障害者総合支援法に基づく相談支援専門員が、障害者の地域生活を支援する目的で、障害者ケアマネジメントを基本とし

た 中立、公平な相談支援活動を実践するとともに、

自らの資質の向上に努めることをもって、障害者の自立した生活支援に資することを目的として活動している。

【活動内容】(令和元年度実績の概要) 

〇「本人情報シートの導入及び意思決定支援の趣旨を踏まえた今後の成年後見実務について」講演会(受講者55名)

○2019 年度全国基幹型相談支援センター強化研修会(受講者72名) 

○「全国相談支援ネットワーク研修大会」(受講者190名)(登録都道府県協会37団体)

○全国ブロック研修(東海・北陸 受講者109名)(中国 受講者100名)(北海道・東北 受講者93名)(九州・沖縄 受講者521名) 

〇厚生労働省 2019 年度 障害者総合福祉推進事業の実施

「避難行動要支援者に対する個別計画作成における計画相談支援事業者等の協力に関する調査・研究」

○厚生労働省などによる各種検討会への委員派遣

・厚生労働省社会保障審議会障害者部会

・2019 年度戦略的創造研究推進事業(社会技術研究開発)「だれ一人取り残さない防災」の全国展開のための基礎技術の開発

・2019 年度「共生社会を目指して」地域づくりのための研修会

・2019 年度厚生労働科学特別研究事業医療的コーディネーターに必要な基礎的知識の可視化のための有識者会議検討委員

・2019 年度基幹相談支援センターにおける市町村によるモニタリング結果の検証手法等に関する手引き等の作成事業検討委員

・2019 年度厚生労働科学研究 「計画相談支援等におけるモニタリング実施標準期間の改定に伴う効果検証についての研究」

・2019年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業「精神科病院における地域移行プログラム(地域連携パス)の実施状況調査及び効

果的なプログラム等の提示に関する調査研究」 ○会員向けNSKニュース(年2回発行) 

３.会員数等
令和元 年度年度(令和2年3月31日集計) 

個人会員182名 団体会員28団体(2067名) 賛助会員3名
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総 論

障害者総合福祉法の目的である「障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのでき

る地域社会の実現の」ためには、相談支援体制の充実が必要不可欠です。

利用者に対して意思決定支援を含む質の高い相談支援がしっかりと提供されることは、個々のニーズに応じたサービス

を利用することに寄与し、利用者の多様な生活の選択を保障することにつながります。また、個別の相談支援から現状の

サービス提供体制における課題を見出し、協議会において地域の課題として共有、解決に向けた取り組みを主導すること

は、相談支援の重要な役割です。さらに、日常的な相談支援体制が充実することは、災害発生時の迅速な安否確認や感

染症流行による通常サービスの提供が困難になった場合の支援の調整など、緊急時における適切な支援の提供にもつな

がります。加えて、利用者のエンパワメントの視点を持って適切にケアマネジメントを行うことは、必要以上のサービス利用

を防止することにもつながり、制度の持続可能性を高めることに資するものと考えます。

2016（平成28）年10月の「相談支援の質の向上に向けた検討会」における議論のとりまとめでは、相談支援専門員は、

「ソーシャルワークの担い手としてそのスキル・知識を高め、 インフォーマルサービスを含めた社会資源の改善及び開発、

地域のつながりや支援者・住民等との関係構築、生きがいや希望を見出す等の支援を行うことが求められている 」と示され

ました。そして、計画相談支援等、障害者相談支援事業（委託相談）、基幹相談支援センターによる重層的な相談支援体制

の構築の必要性についての方向性が示されました。

一方で、2019（令和元）年12月の「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」の最終

とりまとめでは、地域共生社会を目指し、新たな包括的な支援の機能として、①断らない相談支援、②参加支援、③地域づ

くりに向けた支援の三つが示されました。特に、断らない相談支援においては、市町村において、障害、高齢、児童、困窮

の既存の相談支援事業を一体的に実施することで、地域住民の抱える課題を解決する機能を高める包括的な支援体制整

備のための新たな事業が提案され、2020（令和２）年６月社会福祉法の改正により重層的支援体制整備事業が制度化され

ました。

こうした状況において、相談支援専門員が障害者総合支援法の目的の達成や共生社会の実現に向け、ソーシャルワーク

の担い手として活動していくためには、個々の専門性をさらに高めていくと共に、基幹相談支援センターや障害者相談支援

事業（委託相談）が担う総合相談や一般的な相談支援機能がさらに充実すると共に、計画相談支援、障害児相談支援、地

域相談支援、自立生活援助による個別給付の相談支援が安定的に提供されることによる相談支援体制の構築が必要で

す。

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）

各 論

１．総合的・包括的な相談支援の充実について（基幹相談支援センター・障害者相談支援事業）
（１）基幹相談支援センター及び障害者相談支援事業の充実について

• 計画相談支援・障害児相談支援の実施体制が整わないため、基幹相談支援センターや障害者相談支援事業が
それらを補完しなければならず、本来の役割を果たすことができない状況にある。

• このため、当該課題に対応するためには、計画相談支援等の体制を充実させる必要があり、具体的には、計画
相談支援等の基本報酬額及びモニタリング頻度、加算額や算定方法について見直しを行うことを求める。

（２）重層的支援体制整備事業の実施に向けて
• 基幹相談支援センターの設置が全市町村の半分にも満たない中で、重層的相談支援体制整備事業の整備が進

められると、支援の質の向上ではなく、予算の効率化の視点で運用され、障害者支援の専門性が担保されない
可能性ある。

• このため、基幹相談支援センター・障害者相談支援事業の機能を含めた重層的相談支援体制整備事業を実施
する場合は、主任相談支援専門員の配置を必須とすることを求める。

２．安定的で質の高いケアマネジメントの提供体制の充実について（計画相談支援・障害児相談支援）
（１）常勤専従者の必置

• 計画相談支援等に従事する相談支援専門員は配置人数が少なく、また他事業との兼務者も多く、複数人員体制
による効果的・効率的な事業所運営が難しい状況にある。

• このため、特定相談支援事業には１名の常勤専従者を例外なく必置とすることを求める。

（２）モニタリング頻度の向上
• 運営を安定させるために、標準件数である35件／月を目安に支援を実施しようとすると、一人の相談支援専門

員の担当実利用者数が100人を超える場合があり、支援の質や効率性が上がらない状況にある。
• このため、モニタリング頻度が平均して3月に1回以上となるようにモニタリング実施標準期間の改定を求める。ま

た、モニタリング頻度を高める意義について支給決定を行う市町村に周知するとともに、必要に応じたモニタリン
グを実施する場合は柔軟なモニタリング月の設定を促す通知等の発出を求める。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）

（３）特定事業所加算の経過措置延長と要件の緩和
• いずれの地域おいても短期間で相談支援専門員を増員するのは難しく、特に人口が小さい地域では一つ
の事業所が３名以上の常勤相談支援専門員や現任研修修了者を配置するのは容易ではない状況がある。

• このため、特定事業所加算Ⅱ及びⅣの経過措置の延長を求める。また、社会福祉士等の有資格者を現任
研修修了者相当としたり、一定以上の経験者の育児勤務者を常勤者とみなしたり、複数事業所の連携体
制を複数の人員配置とみなすなどの人員要件の緩和を求める。

（４）基本報酬の増額と多機能事業所の事務の効率化
• 加算の積算は支援の質を高めるが、報酬請求に市町村から求められる事務負担もあり、安定的な運営を
支える効果は高くはない。また、自立生活援助等を組みあわせた事業の実施は効果的であるが、事業指
定や報酬請求など事務的な手間が多いため、指定を受ける事業者が少ない状況にある。

• このため、加算により評価している業務を含め基本報酬を増額することを求める。また、自立生活援助
等を合わせて実施する多機能事業所の事務負担軽減を求める。

（５）相談支援事業者とサービス提供事業者の連携強化
• 給付管理業務を担う居宅介護支援に比べて、計画相談支援等はサービス提供事業者からのタイムリーな
情報提供が得られないため、課題等が複雑化する前の迅速な対応が行えない場合がある。また、サービ
ス提供事業者から相談支援事業者に対して個別支援計画等の提供が基準に示されていないため、提供さ
れることが少ない。

• このため、サービス提供事業者から相談支援事業者等へのサービス提供実績等の報告、個別支援計画の提供
について、「指定障害福祉サービスの事業等の人員および運営に関する基準」等に規定する必要がある。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）

３．病院や施設からの地域移行促進について（地域移行支援）
（１）地域移行の実践モデルを増やす

• 入所施設等からの地域移行率は低下の一途を辿っている。同時に地域移行支援の利用実績は低調な状況が
続いている。こうした背景には、地域移行支援の役割理解がない事業者が多いと考える。

• このため、都道府県が集団指導等により、地域移行の促進について指定事業者へ働きかけるように、事務連絡
等を発出する必要がある。また、１年に複数件の退院・退所の実績がある一般相談事業者への評価をさらに高
め、実践モデルとなる事業者を増やす必要がある。

（２）地域移行支援の対象拡大
• 障害児入所支援施設から地域移行する児童やNICUから地域移行する医療的ケア児、その家族には丁寧な関

わりが必要であることに加え、福祉的、医療的な支援が必要であるが、地域移行支援の対象となっていないた
め、入所、入院中から相談支援専門員が関わることは少ない。

• このため、18歳未満の障害児入所施設の入所児童や病院から退院する医療的ケア児等を地域移行支援の対
象とする必要がある。

４．地域での自立した安心・安全な生活の定着について（自立生活援助・地域定着支援)らしを支える自立
（１） 支援量に見合った報酬設定

• 退院後１年以上経過した場合も、自立生活援助による頻回な訪問対応など相当量の支援が必要な場合がある
が、基本報酬の低い区分が適応されるなど、実態に即した報酬体系となっていない。また、そうした利用者へは
同行支援の回数も、月に複数回行う場合があるが、現状の加算額では適切な評価とは言えない。

• このため、退所等後１年以上を経過した者への支援の業務量や質を適切に評価するために、基本報酬額を見直
す必要がある。ひと月に複数回の同行支援を行った場合を適切に評価できるように、「同行支援加算」の算定方
法について改定する必要がある。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

１．総合的・包括的な相談支援の充実について（基幹相談支援センター・障害者相談支援事業）

(1)基幹相談支援センターの設置が進まないことに加えて、総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言及び人材育
成等各種機能等の役割を果たせていない場合が多い。※設置市町村割合 39％(687市町村・846箇所)（厚生労働省令和元年
度障害者相談支援事業の実施状況等の調査結果より）

また、障害者相談支援事業（委託相談支援）が潜在的要支援者等への積極的アウトリーチを含む一般的な相談支
援の役割を果たせていない場合が多い。

(2)基幹相談支援センターの設置が全市町村の半分に満たない状況において、重層的相談支援体制整備事業の実施に
よる他分野との一体的な相談支援事業の実施が図られた場合、障害者支援に関する専門性が担保されない場合が
あるのではないか。

課題

要因と考えられる事項

(1)計画相談支援等の実施体制が整わないため、基
幹相談支援センターや障害者相談支援事業にお
いてその役割を担っている場合が多くあること。

(2)地域における総合的な相談支援体制、専門的な
指導・助言及び人材育成等の機能の重要性につ
いて十分に認識されていない。

(3)重層的相談支援体制整備事業が支援の質の向上
ではなく、予算の効率化の視点で運用され、相
談支援専門員等が配置されない可能性がある。

対応策案

(1) 計画相談支援等の個別給付による相談支援事業が安定的
に実施できるように、基本報酬等の充実を行なう必要が
ある。

(2) 第６期障害福祉計画の基本指針に示される地域における
総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言及び人材育
成機能が全市町村にされるための取り組みが必要である。

(3) 基幹相談支援センター等の機能を含めた重層的相談支援
体制整備事業を実施する場合は、主任相談支援専門員も
しくは同等の経験とスキルを有する相談支援専門員の配
置を必須とする必要がある。

期
待
さ
れ

る
効
果

(1) 計画相談支援等の実施体制が充実し、基幹相談支援センター等が本来的な目的を果たすために取り組むこ
とができる。

(2) 障害者支援の専門性を担保しつつ、重層的相談支援体制整備事業が実施されることにより、「断らない相
談支援」を体現することができる。 7



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

平成30年度改定において、計画相談支援等の質の向上と事業の安定化のためにモニタリング頻度を高めたり人員配置の

標準設定をしたり、各種加算の強化、創設等の取り組みが行われました。しかしながら、未だ相談支援専門員一人当たりの
支援件数等が約11件／月程度（※１）、事業の収支差率マイナス２.０％（※２）と十分な効果が出ておらず、計画相談支援等
の実施体制が整っていない状況です。
背景には事業者や市町村の制度に関する周知や理解の不足、基幹相談支援センター及び障害者相談支援事業の役割の

明確化と体制の整備などの要因もあると考えますが、計画相談支援等の質の向上と安定的な事業運営のためには、基準や
報酬等についてのさらなる改善が必要です。以下５つの課題について、対応策を提案いたします。
※１ 相談支援専門員1人あたりの半年間の計画作成件数（サービス利用支援・継続利用支援、障害児支援利用支援・継続利用支援の

合計）の平均値 66.5件より試算（平成30年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査結果より）
※２ 令和元年障害福祉サービス等経営概況調査結果より

２．安定的で質の高いケアマネジメントの提供体制の充実について（計画相談支援・障害児相談支援）

計画相談支援等に従事する相談支援専門員は配置人数が少なく、また他事業との兼務者も多く、複数人員体制
による効果的・効率的な事業所運営が難しい。

※１ １事業所あたりの相談支援専門員の人数 １人：38.5%、２人：27.6%、３人以上５人未満：20.8%、５人以上:7.7%
※２ 兼務者の割合は54.4％ （平成30年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査結果（平成30年度調査）より）

（１）常勤専従者の必置（課題１）

要因と考えられる事項

人員及び運営に関する基準において、専従の相
談支援専門員配置が必須要件となっていないこ
と。

担当している利用者のほとんどが、同一法人の
利用者となっている場合がある。

対応策案

計画相談支援を実施するにおいて、特定相談支援事業に
は１名の常勤専従者を例外なく（３年程度の経過措置を
もって）必置する必要がある。
同法人の事業所利用者の割合が50％以下とする基準の
設定について検討してはどうか。

※減算の適用についても検討が必要。

期
待
さ
れ

る
効
果

① 兼務者のみでの事業実施が解消され、支援可能件数が増加する。
② 事業所あたりの平均相談支援専門員数が増加し、職員互助による支援の質が高まる。
③ サービス事業所等との兼務をしないため、相談支援事業の独立性が高まる。 8



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

運営を安定させるために、標準件数である35件／月を目安に支援を実施しようとすると、一人の相談支援専門員
が担当する実利用者数が100人を超える場合があるなど過大であり、個々の利用者の状況把握が難しく支援の
質、効率性が上がらない。
一方で、担当する実人数を少なくした場合、支援件数が減り事業所運営を安定させられる報酬が得られない。

（２）モニタリング頻度の向上（課題２）

期
待
さ
れ
る

効
果

① 利用者と相談支援専門員が出会う機会が増えることで信頼関係が深まり、ニーズの把握や適切な支援計
画の作成等の質が高まる。

② 相談支援専門員一人あたりの担当利用者数が抑えられ、一人ひとりの状況把握が容易になることで支援
の質が高まる。

要因と考えられる事項

利用者の平均モニタリング頻度が４回／年以
上でなければ、実利用者数が100人を超えてし
まうこと。

モニタリング実施標準期間は勘案事項である
ため、市町村の判断により平成30年度の改定
が反映されず、モニタリング頻度が高まってい
ない場合があること。

利用者の一時的な入院時に、退院に向けた支
援を行うにも関わらず、モニタリング月としても
認められないなど、必要な支援をした場合など
に報酬を算定することができないこと。

対応策案

平均して３月に１回以上のモニタリング頻度となるように、モニ
タリング実施標準期間を改定してはどうか。

モニタリング実施基準（基準以上の頻度によるモニタリングを
必須とする）としての位置づけ変更について検討してはどうか。

入院時や退院時はモニタリング月となるように柔軟な期間の
設定を促す通知等を市町村宛に発出してはどうか。

（関連項目）
同一敷地内の生活介護等と共同生活援助を利用している者
については、日中サービス支援型共同生活援助と同様のた
め、モニタリング頻度の見直しを行なってはどうか。

9



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

いずれの地域おいても短期間で相談支援専門員を増員するのは難しく、特に人口が小さい地域では一つの事業
所が３名以上の常勤相談支援専門員や現任研修修了者を配置するのは容易ではないことから、特定事業所加算
(Ⅲ)以上の取得が難しい。

（３）特定事業所加算の経過措置延長と要件の緩和（課題３）

期
待
さ
れ

る
効
果

① 安定的な運営のための人員確保に取り組む期間が確保できる。

② 地域の連帯により相談支援の質を高め、安定的な報酬を確保することができる

要因と考えられる事項

地域によっては、規模が小さい法人も多いため、
複数の人員確保が難しい。

各都道府県とも主任相談支援専門員の養成研
修を開始したところであり、主任相談支援専門
員の配置ができないこと。

育児等による時短勤務をしている経験のある相
談支援専門員が質の高い相談支援を行ってい
ても、常勤としてみなさず、特定事業所加算取
得要件を満たせないこと。

人員及び運営に関する基準において、専従の
相談支援専門員配置が必須要件となっていな
いこと。（再掲）

対応策案

特定事業所加算Ⅱ及びⅣの経過措置を延長する。

社会福祉士等を常勤専従で配置している場合、その者が現
任研修を修了するまでの期間について、現任研修修了者とし
てみなす。

育児中の職員が時短勤務をしている場合であっても、３年以
上の経験のある専従の現任研修修了者については常勤者と
みなす。

複数の事業者が相互の連携により、特定事業所加算の各要
件を満たしている場合は、各事業所単位で特定事業所加算
を算定可能とする。

（関連項目）
特定事業所加算の取得要件に、「相談支援専門員の養成研
修への協力」を追加してはどうか。

10



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

加算の積算は支援の質を高めるが、報酬請求時に市町村から求められる事務負担もあり、安定的な運営を行うた
めには効果は高いとは言えない。
加算の対象とならない直接的な支援ニーズへの対応への対価が得られない。
また、自立生活援助や地域相談支援を組み合わせて包括的な相談支援を実施できるが指定が進んでいない。

（４）基本報酬の増額と多機能事業所の事務の効率化（課題４）

期
待
さ
れ
る

効
果

① 事業所運営にかかる事務負担が軽減できる。

② 必要に応じて実施した支援の対価が保証される。

要因と考えられる事項

ベースとなる基本報酬が十分ではないこと。

指定権者である市町村による、加算の要件につ
いての理解が不十分なことから、必要以上の事務
作業を課している場合があること。

受診同行や各種手続き支援など、日常的なケア
マネジメントを担う相談支援専門員の対応が望ま
しい直接的な支援を評価する報酬が、設定されて
いないこと。

計画相談支援に加え、他の事業の指定を受ける
多機能型相談支援事業所は、新たな指定に加え、
記録の区別や請求事務が非常に煩雑となること。

解決策

現状では加算により評価をしている業務を含む支援を評
価する増額された基本報酬を創設する。

各加算の取得条件について、告示や留意事項通知で示さ
れている以上の事業者負担となる項目を追加しないように、
各市町村に事務連絡等にて通知する必要がある。

生活に関わるケアマネジメントの質を向上させるために、
相談支援専門員が対応すべき直接的な支援について評価
する基本報酬や加算を創設する。

多機能型相談支援事業所を設置・運営しやすくするために、
指定手続きの簡略化や一体的に請求できる仕組みとする
など請求事務の簡略化する必要がある。

11



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

居宅介護支援に比べて計画相談支援等は、サービス提供事業者からのタイムリーな情報提供が得られないため、
課題等が複雑化する前の迅速な対応が行えない場合がある。

• 介護保険においては居宅介護支援事業による給付管理が行われるため、サービス提供事業者よりサービスの提供状況等
が随時報告され、介護支援専門員が情報を得やすい仕組みとなっている。

• 平成３０年度改正時に、サービス提供実績の報告の実施について促す通知が発出されたものの、実績がほとんどない。

サービス提供事業者が作成する個別支援計画が相談支援事業者に提供されることが少なく、適切な連動が図れ
ていない。

（５）相談支援事業者とサービス提供事業者の連携強化（課題５）

期
待
さ
れ
る

効
果

① 利用者のサービス利用休止等の問題が複雑化、拡大化する前に、利用者の状況変化に早期に対応するこ
とができる。

② サービス等利用計画等と個別支援計画の連動性が高まり、支援の質が向上する。

要因と考えられる事項

サービス提供実績等の報告は、通知で促されている
のみであるため、事業者への強制力がないこと。

サービス等利用計画等をサービス担当者に交付す
ることは計画相談支援等の基準に示されているが、
個別支援計画を特定相談支援事業者等へ交付する
ことは基準に示されていない。

解決策

サービス提供事業者から相談支援事業者等へのサービ
ス提供実績等の報告、個別支援計画の提供について、
「指定障害福祉サービスの事業等の人員および運営に
関する基準」等に規定する必要がある。

（関連項目）
サービス提供事業者が事業所内で実施する個別支援会議に
相談支援専門員を招集した場合は、各サービス事業者が算
定できる加算を創設する必要がある。

12



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

施設や精神科病院からの地域移行を促進するために、モデル事業を経て地域移行支援が個別給付として法律に位
置付けられて８年が経過しました。しかしながら、指定を受けている事業所は増加せず、地域移行の実績についても
低調な状況が続いています。障害者総合支援法の基本理念として掲げられる「どこで誰と生活するかについての選
択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと」についての具体的手立てであ
る地域移行支援の実施体制が充実することが重要と考え、以下の項目を提案いたします 。

３．病院や施設からの地域移行促進について（地域移行支援）

入所施設等からの地域移行率は低下の一途を辿っている。同時に地域移行支援の利用実績は低調な状況が続
いている。

（１）地域移行の実践モデルを増やす（課題１）

要因と考えられる事項

障害者の地域移行を促進する上での地域移行
支援の役割について理解している事業者が少
ないこと。

地域移行の実践に関わることが少ないため、ど
う実施して良いかわからない。

対応策案

都道府県が集団指導等により、地域移行の促進について
指定事業者へ働きかけるように、事務連絡等を発出する
必要がある。

１年に複数件の退院・退所の実績がある一般相談事業者
への評価をさらに高め、地域モデルとなる事業者を作る必
要がある。

期
待
さ
れ
る

効
果① 地域移行支援に取り組む事業者が増え、施設や精神科病院からの地域移行が促進される。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

要因と考えられる事項

障害児入所支援施設に入所している18歳未満の
児童は、地域移行支援の対象ではないこと。

精神科以外の診療科の入院患者については、地
域移行支援の対象ではないこと。

対応策案

18歳未満の障害児入所施設の入所児童への支援を対
象とする必要がある。

精神科以外の一般科に入院している障害児者、特に医
療的ケア児ついて、地域移行支援の対象者とする。

期
待
さ
れ
る

効
果

① 障害児入所施設からの地域移行において、福祉支援の調整等が円滑化する。
② 病院（NICU）からの地域移行において福祉的支援の調整が円滑化するとともに医療との連携が図りやすく

なる。

（２）地域移行支援の対象拡大（課題２）

障害児入所支援施設に入所している18歳未満の児童への地域移行に際しては、本人及び家族への丁寧な関わり
と教育機関や放課後等デイサービス等を連携させるための包括的なケアマネジメントが必要であるが、入所中から
相談支援専門員が関わることは少ない。
NICUから退院する医療的ケア児の退院には、医療的な支援に加え福祉的な支援が必要であるが、入院中から相
談支援専門員が関わることは少ない。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

障害者の精神科病院や入所施設からの地域移行を促進する上で、その受け皿となるグループホームの設置促進
は必要です。しかし、グループホームを障害者の暮らしの最終形態とするのではなく、一人暮らしや気の合う仲間と
の暮らしを自由に選べることが重要です。現状としては一人暮らしやシェアハウスでの暮らしを希望する障害者は少
なくないかもしれませんが、それらのための支援が充実しておらず、見通しがつかないことがその一因であるとも言え
ます。そうした経緯から、障害者の一人暮らし等を支えるためのサービスとして自立生活援助が創設されたと捉えて
います。しかし、まだまだ実施する事業者が少ない状況です。自立生活援助をグループホームと並ぶ地域生活の受
け皿としていくためには、制度の充実が必要だと考えるため、以下の項目を提案します。

４．地域での自立した安心・安全な生活の定着について（自立生活援助・地域定着支援）

期
待
さ
れ

る
効
果

① 自立生活援助や地域定着支援についての理解が深まり実施する事業者が増える。
② 直接的な相談支援の実施による利用者へのエンパワメントが促進される。

（１） 支援量に見合った報酬設定（課題１）

一人暮らしを支える自立生活援助や地域定着支援の指定を受けてサービスを実施する事業者が増えない。
退院後１年以上経過した場合も、自立生活援助による相当量の支援が必要な場合があるが、その状況に配慮さ
れた報酬体系となっていない。また、そうした利用者へは同行支援の回数も、月に複数回行う場合があるが、現
状の加算額では適切な評価とは言えない。

要因と考えられる事項

① 地域生活を支えるための自立生活援助や地域定
着支援の役割について理解している事業者が少な
いこと。

② 自立生活援助費は退所等後１年以上経過した場
合は基本報酬が低い区分となる。

③ 同行支援が複数回に及ぶ場合、現状の単位数
（500単位）では業務量に対する評価が不十分では
ないか。

対応策案

自立生活援助や地域定着支援の活用について指定
事業者へ働きかけるように、事務連絡等を発出する。
退所等後１年以上を経過した者への支援の業務量や
質を適切に評価するために、基本報酬額を見直す必
要がある。
ひと月に複数回の同行支援を行った場合を適切に評
価できるように、「同行支援加算」の算定方法につい
て改定する必要がある。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

５.その他各サービスにおける加算等の改善・創設についての提案

（１）計画相談支援・障害児相談支援（既存加算の改善①）

項 目 課 題 提 案

特別地域加算に
ついて

居宅介護支援事業で支援する要介護者に比べ、
計画相談支援事業の対象となる障害者の割合
は１／５程度であるため、支援地域の範囲が５
倍程度となるが、移動に係る業務負担が適切に
評価されていないのではないか。

特別地域加算について、移動に係る業務時間を
評価できる仕組みを整えてください。

事業所から利用者宅までの移動において、自動
車もしくは公共交通機関により片道30分以上の

時間を要する場合には、主たる対象地域に限り、
加算により評価してください。

サービス担当者会議
実施加算について

サービス担当者会議に係る業務量は、開催前の
連絡調整等も含めれば、“を要するが、100単位

では適切な評価とは言えないのではないか。

業務量を適切に評価した報酬単価を設定してく
ださい。

100単位⇒200単位

サービス提供時
モニタリング加算に
ついて

サービス等利用計画には、障害福祉サービス等
以外にも移動支援などの地域生活支援事業や
その他インフォーマルサービスも記載されるが、
それらについてのサービス提供時モニタリングを
実施しても、加算対象とならない。

地域生活支援事業により実施されるサービスや
訪問看護、デイケアについてもサービス提供時
モニタリング加算の算定要件としてください。

16



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

（１）計画相談支援・障害児相談支援（既存加算の改善②）

項 目 課 題 提 案

医療・保育・教育機関
等連携加算について

現状はサービス利用支援時にしか算定ができ
ないが、継続サービス利用支援時においても医
療・保育・教育機関等と連絡調整を行っている
が、加算の対象とならない。

介護保険を併用している利用者に計画相談支
援を実施する場合は、介護支援専門員との連
携は必須となるが、本加算の対象となっていな
い。

民生委員や児童委員など個人に委嘱されてい
るようなものとの連携が本加算の対象となって
いない。

複数の機関との連携を行うためには、連絡調整
等に相当の時間を要するが、100単位では適切

な評価とは言えないのではないか。

継続サービス利用支援時においても本加算を
算定できるようにしてください。

居宅介護支援と計画相談支援による支援がとも
に提供されている場合は、介護支援専門員との
連携について本加算の評価対象としてください。

民生委員等との連携についても本加算の評価
対象としてください。

業務量を適切に評価した報酬単価を設定してく
ださい。
100単位⇒200単位

退院・退所加算に
ついて

退院に際しては相当な支援を要する場合が多
いが、サービス利用支援として支援が実施され
なかった場合、それらの業務は評価されない。

退院時に継続サービス利用支援を実施し、関係
機関との連絡等により支援内容を調整した場合
を加算の対象としてください。

要医療児者支援体制
加算について

医療的ケアに関する専門知識及び技術を有す
る看護師の有資格者については、研修受講は
必要ないのではないか。

常勤の看護師（准看護師を含む）の有資格者を
相談支援専門員として配置した場合は、研修受
講を免除してください。

精神障害者支援体制
加算について

精神障害者への支援に関する専門知識及び技
術を有する精神保健福祉士の有資格者につい
ては、研修受講は必要ないのではないか。

常勤の精神保健福祉士の有資格者を相談支援
専門員として配置した場合は、研修受講を免除
してください。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

（１）計画相談支援・障害児相談支援（新規加算の創設①）

項 目 課 題 提 案

視覚・聴覚言語
障害者支援について

意思疎通に相当の時間を要する対象者に計画
相談支援等を実施する場合には、面接場面や
事前準備、事後の確認等にかかる業務量が大
きくなり、支援を実施できる利用者の数が制限
される場合がある。

点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことがで
きる者、手話通訳等を行うことができる者を相
談支援専門員として配置し適切な体制を確保
している場合について評価する加算を創設し
てください。

ピアサポーター配置
について

地域への移行支援や地域での生活支援のため
に実施する計画相談支援において、ピアサ
ポーターによる利用者への相談支援は非常に
有効であるが、その配置について評価されてい
ない。

ピアサポーターを配置し地域移行にかかわる
計画相談支援や、地域生活を継続するために
適切な支援を行える体制を確保している場合
について評価する加算を創設してください。

多事業所調整に
かかる加算について

一人の利用者に対して、同一種別のサービス
が複数のサービス事業者によって提供されて
いる場合、日々の支援のスケジュール調整作
業が煩雑となるが、業務量の評価が適切になさ
れていない。

３事業所以上から同一サービスを利用してい
る場合のスケジュール調整に係る支援量につ
いて評価する加算を創設してください。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

（１）計画相談支援・障害児相談支援（新規加算の創設②）

項 目 課 題 提 案

矯正施設等からの
対象者への支援加算
について

矯正施設等からの退所者への直接的な支援を
行うサービス事業には加算が設定されている
が、相談支援事業には設定がない。

相談支援事業においても同様の配慮等が必要
であるため、体制を整えて適切な支援を実施で
きる場合には評価する必要がある。

矯正施設等からの退所者に対して計画相談
支援を実施するにあたり、社会福祉士等の専
門職を配置している場合に評価を行う加算を
創設してください。

主任相談支援専門員
による指定特定相談
支援事業者への支援
の評価について

単独や少数の相談支援専門員により運営され
ている特定事業所加算を算定していない指定
特定相談支援事業所の質を向上させるために、
当該事業所が主任相談支援専門員（基幹相談
支援センター）によるスーパーバイズを積極的
に受けるための動機付けが必要ではないか。

特定事業所加算を取得していない指定特定相
談支援事業者が、主任相談支援専門員（基幹
相談支援センター）によるスーパーバイズを受
けた場合を評価する加算を創設してください。

福祉・介護職員処遇
改善加算について

特定処遇改善加算の適用職種については、給
与水準が論点となっていたが、サービス管理責
任者が適用されたにもかかわらず、それ以下の
給与水準である相談支援専門員が適用除外さ
れているのは適切ではないのではないか。

福祉・介護職員等特定処遇改善加算を一定以
上の人員を配置している指定特定相談支援事
業者にも適用し、相談支援専門員についても
処遇改善の対象としてください。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

（２）地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）

項 目 課 題 提 案

措置入院患者への
支援における連携の
評価について

任意入院と比べ、措置入院患者への地域移行
にかかる支援を行うにあたっては、保健所等と
の連携など、業務量が多くなるが、それらにつ
いての評価が適切にされていない。

精神科病院に措置入院している患者の地域移
行支援について、保健所等と連携して支援した
場合には加算を創設してください。

矯正施設等からの
対象者への支援加算
について

矯正施設等からの退所者への直接的な支援を
行うサービス事業には加算が設定されている
が、相談支援事業には設定がない。

相談支援事業においても同様の配慮等が必要
であるため、体制を整えて適切な支援を実施で
きる場合には評価する必要がある。

矯正施設等からの退所者に対して地域移行
支援や地域定着支援を実施するにあたり、社
会福祉士等の専門職を配置している場合に評
価を行う「地域社会生活移行個別支援特別加
算」創設してください。
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

（３）自立生活援助

項 目 課 題 提 案

初回加算について 初回加算について現行では初月のみの算定と
なっているが、障害福祉サービスの利用が初め
ての方についてはアセスメント期間が初月だけ
では不足しているのではないか。

初回加算については初月だけではなく、最低で
も3ケ月間は算定できるように見直しをしてくだ

さい。

標準利用期間につい
て

現行では標準利用期間が1年間とされているが

障害の状態像によっては２～３年の利用期間が
必要な障害者がいるため柔軟な対応が必要で
はないか。

特に知的障害者の支援においては地域生活の
中で1年を通して起こりうる様々な経験を積み
重ねる必要があるため、1年では不足し２～３

年の期間が必要な者もいるため標準機間を見
直してください。

緊急時の支援の評価
について

緊急時等の随時対応は、基本報酬で評価され
ているが、対応に要する業務量に対して適切な
評価とは言えないのではないか。特に深夜帯
の支援については業務負担が大きい。

随時の通報による支援を深夜帯に行った場合
を適切に評価する「（夜間）緊急時支援加算」を
創設してください。

矯正施設等からの
対象者への支援加算
について

矯正施設等からの退所者への直接的な支援を
行うサービス事業には加算が設定されている
が、相談支援事業には設定がない。

相談支援事業においても同様の配慮等が必要
であるため、体制を整えて適切な支援を実施で
きる場合には評価する必要がある。

矯正施設等からの退所者に対して計画相談支
援を実施するにあたり、社会福祉士等の専門
職を配置している場合に評価を行う「地域社会
生活移行個別支援特別加算」創設してください。
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＜モニタリング頻度と相談支援専門員一人あたりの担当利用者数＞

モニタリング頻度（利用者一人への年間支援件数）

年間支援件数
（月間支援件数）

年１回
（１回/年）

半年に１回
（２回/年）

３か月に１回
（４回/年）

２か月に１回
（６回/年）

１か月に１回
（12回/年）

420件（35件/月） 420 210 105 70 35

360件（30件/月） 360 180 90 60 30

300件（25件/月） 300 150 75 50 25

240件（20件/月） 240 120 60 40 20

180件（15件/月） 180 90 45 30 15

120件（10件/月） 120 60 30 20 10

（人）

（参考資料）
２．安定的で質の高いケアマネジメントの提供体制の充実について（計画相談支援・障害児相談支援）
（２）モニタリング頻度の向上

22


